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厚生労働科学研究費補助金制度の概要  

1．厚生労働科学研究責補助金制度の概要   

1）研究費の目的  

厚生労働科学研究費補助金は、「厚生労働科学研究の振興を促し、もって、国   

民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に閲し、行政施策の科学的な   

推進を確保し、技術水準の向上を図ること」を目的とし、独創的又は先駆的な   

研究や社会的要請の強い諸問題に関する研究について競争的な研究環境の形成   

を行いつつ、厚生労働科学研究の振興を一層推進するものである。  

厚生労働科学研究は、研究及びエビデンスの結果を施策に反映させ、また施   

策の成果をエビデンスとして把握し、国民の健康・安全確保を推進することを   

目指して実施されている。（図1参照）  

エビデンス  
施策  

管－、－、⊥   

■ノー 

毒 ．一   

研究  

囲1．厚生労働科学研究と施策の関連性   



2）厚生労働科学研究真の経緯  

厚生科学研究費補助金制度は昭和26年度に創設された。昭和26年度に厚生   

行政科学研究責、昭和36年度に医療研究費、昭和59年度に対がん10カ年総合   

戦略経責、昭和62年度エイズ調査研究責、平成10年度に厚生科学研究責補助   

金取扱規程、取扱細則決定などの制度の整備を経て、平成14年度から厚生労働   

科学研究費補助金に改称した。  

3）厚生労働科学研究の4分野  

厚生労働科学研究費補助金の研究事業は、行政政策研究分野、厚生科学基盤   

研究分野、疾病・障害対策研究分野、健康安全確保総合研究分野の4分野に大   

別される。各分野の予算額の割合は、平成18年度予算においては、図2に示す   

ように、行政政策研究分野が約3％、厚生科学基盤分野が約30％、疾病・障害   

対策研究分野が 52％、健康安全確保総合分野が約15％を占めていた。  

行政施策分野  

図2．分野別予算額の割合（平成18年度予算）   



4）研究の課題設定と公募  

厚生労働科学研究書補助金制度では、18年度には17の研究事業毎に実施した。  

それぞれの研究事業ごとに、国民の健康、福祉、労働面の課題を解決する目   

的志向型の研究課題設定を行い、その上で、原則として公募により研究チーム   

を採択している。  

国内の試験研究機関等（国公私立大学、国公立・民間研究機関等）に属する   

研究者、または法人を対象としている。  

5）予算額及び採択件数の推移等  

厚生労働科学研究費補助金予算額（推進事業費を含む）は、厚生労働省の科   

学技術関係予算のほぼ3分の1を占め、平成18年度予算は422億円、平成14   

年以降毎年1，400課題余の研究を実施している。  

琵琶誉研究番め顔確礫裾勤研㌍搾取酎督  
一軍咤つ盈撃盗）  

注：主任研究者の所属機関別研究費の割合は、  

直接研究費（戦略研究を除く）を集計した割合  

図3 左：予算額及び採択件数の推移  

右：主任研究者の所属機関別研究費の割合（平成19年度は集計中）  
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6）各研究事業の予算額に占める構成割合  

厚生労働科学研究の予算額422億円（推進事業費を含む）における各研究事   

業の占める割合は図4のとおりである。  

図4 各研究事業ごとの当初予算額の割合（平成18年度）  

行政政策研究  

／  
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7）研究費金額階層毎の研究費予算全体に占める割合、採択数等  

て。000～4，999  
2㌔  5，000～  

5琴占  

10，〇00～  
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9％  50，000一－   

7讐基  
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6％  

図5 各金額階層の研究費全体に占める割合（単位：干円）  

課題数   

350 －－【  

、ざ・：こ≠‾・こ≠‾㌔一㍉‾㌔‾〆・こ壬こ‾・こご・こ‾∴二、－こ二一ミニ‥さこ‾  
＿ざご一  

（単位：千円）  

図6 研究責額階層毎の17年度採択課題数  

注：図5，図6ともに直接研究責を集計（戦略研究を含む）   

予算に占める割合は、10，000干円から30，000干円台が1／3を占め（図5）、  

5，000干円から10，000干円代の課題の採択数が多い（図6）。  
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厘7 研究事業毎の1課題当たり研究費窺（千円）  

100002000030000400005000060000  
0  

行政政策研究  

厚生労働科学特別研究  

先端的基盤開発研究  

臨床応用基盤研究  

長寿科学総合研究  

子ども家庭総合研究  

第3次対がん総合戦略研究   

循環器疾患等生活習慣病対策総合研究  

陣啓開連研究  

エイズ・肝炎・新興再興感染症研究  

免疫アレルギー疾患予防・治療研究  

こころの健康科学研究  

難治性疾患克服研究  

医療安全・医療技術評価総合研究  

労働安全衛生総合研究  

食品医薬品等リスク分析研究  

地域健康危機管理研究   

平成18年度の1課題毎の直接研究費額は、研究事業毎に異なっており、園7  

に示される配分となっている。平均研究費額は、実験的な内容を含む研究事業  

とそれ以外の研究事業により異なっている。   

平成18年度の厚生労働科学研究費の研究課題1課題当たりの研究責額は平均  

23，940干円（戦略研究を除き、間接経貴を含んだ額）である。（10頁参照）   



事■1一書▲■重曹●書筆書1t■■t●■・書榊暮－▼暮   

隷書托事●含¶囁   

ヱ工＝三⊇土∠呈出出邑＿＿＿＿．＿．＿  

熟■l■■土二んばく暮t折靴  

の■丘銑■■暮甘1■   
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2．申請課題の評価  

1）公募課題の決定手順、決定について  

公募課題については、各研究事業の評価委員会において課題の検討を行い、   

その意見を基に、各研究事業を所管する部局の科学技術調整官が厚生科学課（プ   

ログラムオフィサーを含む）と調整の上、課題の選定を行い、厚生科学審議会   

科学技術部会において審議、決定する。公募課題は、行政施策の科学的な推進、   

技術水準の向上のために必要性の高いものについて検討することとしている。  

2）研究課題の評価  

厚生労働科学研究費補助金の評価は、「厚生労働省の科学研究開発評価に係る   

指針」、「厚生労働科学研究費実施要項」に基づき行われる。  

研究の透明性の確保と活性化及び公正な執行を図ることを目的とし、研究課   

題ごとに、事前評価委員会、中間■事後評価委員会を設置している（委員：10   

－15名程度）。なお、評価委員名簿は、ホームページ上で公開している。  

提出された研究開発課題は、各研究事業の評価委員会において、専門家によ   

る専門的・学術的観点と、行政担当部局の行政的観点から評価を行っている。  

また、書面審査を基本とし、各評価委員会の判断によりヒアリングを実施し   

ている。（図8参照）   



3）評価の観点   

それぞれの研究事業の評価委員会において、次に掲げる観点から評点を付け、  

評価を行っている。  

3－1）事前評価  

1．専門的・学術的観点からの評価  

①研究の厚生労働科学分野における重要性  

②研究の厚生労働科学分野における発展性  

③研究の独創性■新規性  

④研究目標の実現性・効率性  

⑤研究者の資質、施設の能力  

2．行政的観点からの評価  

①行政課題との関連性  

②行政的重要性  

③行政的緊急性  

3．総合的に勘案すべき事項  

（彰研究の倫理性（倫理指針への適合等）  

②エフォート等  

③研究実績の少ない者（若手等）への配慮  

3－2）中間評価  

1．専門的・学術的観点からの評価   

①研究計画の達成度   

②今後の研究計画の妥当性・効率性   

③研究継続能力   

2．行政的観点からの評価   

期待される厚生労働行政に対する貢献度など   

3．総合的に勘案すべき事項   

①研究の倫理性（倫理指針への適合等）   

②今後の展望等  
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3－3）事後評価  

1．専門的・学術的観点からの評価   

①研究目的の達成度（成果）   

②研究成果の学術的t国際的・社会的意義   

③研究成果の発展性   

④研究内容の効率性   

2．行政的観点からの評価   

期待される厚生労働行政に対する貢献度など   

3．総合的に勘案すべき事項   

①学術雑誌への発表、特許の出願状況等について   

②今後の展望  

委員会での書面き平価   

繹優桑員食において、研究軸  
全体の脚を行う。  
○研究軸ごとの好摩点を考   
慮しつつ、総合的に騨轟電行   

In 

O採択詳盟及び－監分祭の決覚。  

厚生労他省  
各研究事業担当課   

（事務局）  

1計画書書送  
付  

必菓に応じて実施  
委員会での   
ヒアリング■   

大農櫻な研究開業  
牒遥零、必裟l戎じ  

て、ヒアリングを実施。  
総合騨優に基づき  
隆盛の採択、配分額  
の決定を行う．  

書評す書lま各採超毎に数騰の騨点で騨乱  
用基孝  
次1こ綺げる観点から詳貞を付け＆  

1．専門的・学術的観点からの騨ず  
珊究の厚生労働岬分野における重要性  
く研究の厚生労鈴掛学分野における乗員性  
省〉研究の鮒性・新規性  
紳究日揮の稟現性・効率性  
研究書の賢賞．施設の能力  

2．行政的頓点からの膵飯  

事行政領爛との関連性  
葦）行政的重長性  

肇）行政的紫急性  
3．総合的に勘案すべき事項  
さ）す究の伶理性（情理指針への適合尊ナ  

㌍フォート攣  
等凋l究実績の少ない肴（苦手書）への配慮  

J小印t  
研究分野の寺門電・書   
円蒙以外の榊・厚   
生労働省の闘瑛部局の   
職員により輔戚  

馳5榊集ごとに最優  
騨員10・－18毛根虔  
⑧判事関係書の繍蛛  
鋳掛所喋機関・性別等  

図8  
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3．その他の取組事項  

1）倫理指針の遵守等  

各府省や学会の定める倫理指針に適合しているか、又は倫理審査委員会  

の審査を受ける予定であるかを確認する等により、研究の倫理性について  

検討している。  

医学研究に係る厚生労働省関連の指針についてホームページで公開。  

2）被評価者に評価結果を通知（平成10年以降）  

3）若手研究者への配慮  

研究の評価にあたっては、これまで研究実績の少ない者（若手研究者等）  

についても、研究内容や計画に重点を置いて的確に評価し、研究遂行能力  

を勘案した上で、研究開発の機会が与えられるように配慮するよう指針で  

定めている。一部の研究事業において若手研究者（36歳以下）を対象とし  

た枠を設定している。  

4）間接経費の計上  

3，000万円以上の新規研究課題を対象に研究責の30％の間接経費を導入  

している。  

・平成18年度（実績）：23．6億円  

5）大学院博士課程学生への支援  

研究者を対象とした制度であり、大学院生への支援措置はないが、実験  

補助等に対する賃金を支払うことは可能としている。  
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4．申請と採択の状況  

平成18年度実績では、課題の採択率（新規、継続合わせて）は、約48．6％と   

なっている。（7頁表参照）  

新規課題 応募 2，002件 採択 509件 （採択率 25．4％）  

継続課題 応募  974件 採択 937件 （採択率 96．2％）  

5．厚生労働科学研究の推進事業   

1）外国人研究者招碑事業  

当該分野で優れた研究を行っている外国人研究者を招碑し、海外との研究協   

力を推進している。   

2）外国への日本人研究者派遣事業  

園内の若手日本人研究者を外国の研究機聞及び大学等に派遣し、当該研究課   

題に関する研究を実施することにより、わが国における当該研究の推進を図っ   

ている。   

3）リサーチレジデント事業（若手研究者育成活用事業）  

主任又は分担研究者の所属する研究機関に当該研究課題に関する研究に専念   

する若手研究者を一定期間（原則1年、最長3年まで延長）派遣し、当該研究   

の推進を図っている。将来のわが国の研究の中核となる人材を育成するための   

事業を行っており、年間400名以上を派遣している。   

4）その他  

研究成果発表会や、研究事業毎のパンフレット作成等を行っている。  

12   



6．公表に関する取組   

1）研究事業に関連する情報の公表  

厚生労働省ホームページ上で、次の事項を公開している。  

t事業概要、募集要項、評価指針  

一評価委員会委員名簿   

・採択研究課題名、主任研究者、交付金額   

2）研究成果の公表  

研究報告書を厚生労働省図書館、国会図書館、国立保健医療科学院等に配布   

し、保管■公表するほか、国立保健医療科学院ホームページ上で、研究課題、   

研究者名、研究成果（報告書本文等）を含み、検索も可能な厚生科学研究成果  

データベースを公開しており、毎年15万以上のアクセスがある（図9）。  
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図9．厚生労働科学研究成果データベース  
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各研究事業の概要   

評価対象である4研究分野17研究事業の各研究事業は、次の通りである。  

研究事業  研究領域   
18年鹿予算額  

（干円）   

政策科学推進総合   587，583  
1．行政政策  社会保障国際協力推進   柑4，895  

国際健康危機管理わトワーク強化   50，072   
2．厚生労働科学特別研究  397，957   

ヒトゲノム・再生医療等   3，148．445  

萌芽的先端医療技術推進   2，125．422  

3．先端的基盤開発  身体機能解析・補助・代替機  1．113，045  

器開発  

創薬基盤総合   3，505．547   

4．臨床応用基盤  
基礎研究成果の臨床応用推進   853．811  

医療技術実用化総合   2，420，569   

5．長身科学稔合  1，581．975   

6．子ども家虚総合  658，025   

第3次対がん投合戦略   
7・第3次対がん総合職庵  

3，605，丁78  

1，922，5糾   

8．循環器疾患等生活習慣病対策総合  2，384．861   

9．辞書関連  
陣書保健福祉総合   275，122  
感覚器障害   509，084   

10．エイズ・肝炎・  
新興・再興感染症   2，326，245  

エイズ対策   2，012．584  

肝炎専克服緊急対策   1，092，7引   

11．免疫アレルギー疾患予防・治療  1，220，454   

12．こころの健康科学  2，222，801   

13．難治性疾患克服  2，397，774   

14．医療安全・医療技術評価絵合  1，317，396   

15．労働安全衛生総合  254，297   
食品の安心・安全確保推進  1，447．669  

16．食品医薬品等リスク分        医薬品・医療機器等レギュラ  

析   トリーサイエンス総合  
1，086，279  

化学物音リスク  1，585，865   

17．地域健康危機管理  857，622   
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＜t．行政政策研究分野＞  

行政政策研究分野は、厚生労働行政施策の直結する研究事業である「行政政  

策研究事業」と、社会的要請が強く緊急性のある課題に関する研究を支援する  

「厚生労働科学特別研究事業」から構成されている。  

研究事業   研究領域   18年度予算額（千円）   

政策科学総合   587，583  

1．行政政策  
社会保障国際協力推進   194，895  

国際健康危機管理わトワーク  

強化   
50，072   

2．厚生労働科学特別研究  397，957   
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